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 論文題名 
A Cross-sectional Study on Socioeconomic Systems Supporting Outpatients with 
Parkinson’s Disease in Japan. 
パーキンソン病の外来通院患者を支援する社会経済的制度に関する横断研究 
 
 研究目的 
 パーキンソン病（以下 PD）は、難治性の神経疾患の中でも有病率が高い疾患の一つであ
る。日本の PD の有病率は、1993 年に北海道で 10 万人当たり 95、また、2005 年に高知で
10万人当たり 175、と報告されているが、欧米よりも低いと言われている。一般の人々と
比べて PD 患者の QoL は低く、生命予後も良くない。また、身体的障害を伴うため、職を
失う患者も多く、収入が減少する患者も多い。逆に、医療費や介護費の支出が増加するこ
とになる。米国では PD 患者は一般人と比べて 84%ほど医療費が高いと報告され、ドイツで
も PD患者は経済的負担が大きいことが報告されている。 
 日本では公的医療保険制度に加入していれば、医療機関を受診した際の自己負担額は全
体の 10%から 30%ではあるが、それでも低所得者の中には経済的な理由で治療を中止した
り、延期したりする場合があることが報告されている。PD患者に対しては、日本では、公
的医療保険制度のほかに、特定疾患医療費助成制度、介護保険制度、身体障害者医療費助
成制度という、3 つの公的経済的支援制度があり、症状や重症度によってそれらを利用で
きるようになっている。しかし、これらの制度が PD 患者に対して効果的な経済的支援と
なっているかどうかという調査研究は数少ない。そこで、われわれは、PD患者に対する公
的経済支援に関する断面研究を行った。 
 
 研究方法   
 2013 年 2 月から 10 月までに、神経難病の患者を専門的に治療していて、2 人以上の専
門医がいる北海道内の 3つの私的医療機関（病院 2、診療所 1）を通院中の PD患者を調査
対象者とした。除外基準としては、老人福祉施設に入所している者、あるいは、生活保護
を受けている者、であった。書面による同意をした PD 患者に限って調査が行われた。定
型の質問票に基づく 1人の保健師による面接によって調査が実施された。 
調査票には、年齢、性別、就業状態、世帯員数、年収、BMI、PD発症や診断からの期間、
Hoehn & Yahr分類、摂食嚥下障害の程度、通院医療費、通院交通費、特定疾患医療費助成
制度の利用、介護保険制度の利用、身体障害者医療費助成制度の利用、などの項目が含ま
れていた。                                    
 そのうち、月額の通院医療費と月額の通院交通費の 2つを目的変数に選定した。いずれ
の項目も調査票では 6カテゴリーであったが、頻度分布から 3カテゴリーにまとめられた。
また、年齢、性別、PD発症や診断からの期間、Hoehn & Yahr分類、摂食嚥下障害の程度、
BMI、就業状態、世帯員数、特定疾患医療費助成制度の利用、介護保険制度の利用、身体
障害者医療費助成制度の利用、入院の経験、年収を説明変数に選定した。 
 Kruscal-Wallis検定による単変量解析を行った。さらに、ロジスティック回帰モデルに
よる多変量解析を行い、オッズ比（OR）とその 95%信頼区間（95%CI）を計算した。その際、
SAS ver. 9.4を使用した。本研究は、札幌医科大学倫理委員会の承認を得て行なわれた。                                 
 
研究成績 
 3 つの医療機関の外来に通院中の PD患者は全部で 251人であったが、そのうちの 248人
（98.8%）から文書による同意が得られた。そのうち、老人福祉施設に入所していた 7 人
と生活保護を受けていた 4人を除いた 237人を集計、解析した。調査時と発症時の平均年
齢（標準偏差）は、それぞれ、71.2（8.4）歳と 62.9(10.3)歳であった。男性 83人、女性
154人であった。 
 まず、PDによる月額の通院医療費を目的変数とした種々の説明変数との関連性を単変量
解析によって検討した。その結果、PD 発症からの期間が 8 年以上（P=0.013）、PD 診断か
らの期間が 5 年以上（P=0.014）、および、Hoehn & Yahr 分類が 3 以上（P=0.003）と通院
医療費が高いこととの間に有意な負の関連がみられた。また、特定疾患医療費助成制度を
利用していること（P<0.001）、介護保険制度を利用していること（P=0.001）、および、身
体障害者医療費助成制度の利用していること（P=0.029）と通院医療費が高いこととの間
に有意な負の関連がみられた。さらに、収入が低いとことと通院医療費が高いこととの間
に有意な負の関連がみられた（P=0.041）。それら以外の説明変数とは有意な関連はみられ
なかった。 
 次に、単変量解析で有意な関連性がみられた説明変数を共変量として、月額の通院医療
費を目的変数としたロジスティック回帰モデルによる多変量解析を行った。その結果、特
定疾患医療費助成制度を利用していることと通院医療費が高いこととの間に、有意な負の
関連がみられた（OR=0.46, 95%CI 0.22-0.95, P=0.035）。それら以外の説明変数とは有意
な関連はみられなかった。 
 さらに、PDによる月額の通院交通費を目的変数とした種々の説明変数との関連性を単変
量解析によって検討した。その結果、特定疾患医療費助成制度を利用していること
（P=0.029）、および、身体障害者医療費助成制度を利用していること（P=0.012）と通院
交通費が高いこととの間に有意な正の関連がみられた。また、入院の経験があることと通
院交通費が高いこととの間に有意な正の関連がみられた（P<0.001）。さらに、通院医療費
が高いことと通院交通費が高いこととの間に有意な正の関連がみられた（P<0.001）。それ
ら以外の説明変数とは有意な関連はみられなかった。 
そして、単変量解析で有意な関連性がみられた説明変数を共変量として、月額の通院交
通費を目的変数としたロジスティック回帰モデルによる多変量解析を行った。その結果、
入院の経験があることと通院交通費が高いこととの間に有意な正の関連がみられた
（OR=4.74, 95%CI 2.18-10.32, P<0.001）。また、通院医療費が高いことと通院交通費が
高いこととの間に有意な正の関連がみられた（OR=4.01, 95%CI 2.23-7.51, P<0.001）。そ
れら以外の説明変数とは有意な関連はみられなかった。 
 
考察 
 1978 年に開始された特定疾患医療費助成制度の利用が、PD 患者における通院医療費の
負担を軽減させていることが示された。特に、重症度が高い PD 患者ほど効果的に負担を
軽減していると考えられた。一方、日本以外のイギリス、中国、フィンランド、チェコ、
ドイツ、米国では、重症度が高いほど PD患者の医療費は高いと報告されている。 
多変量解析によって交絡要因を調整すると、2000年に開始された介護保険制度の利用と
PD患者における通院医療費の負担の関連性はみられなかった。介護保険制度の利用が関与
しているのは、在宅における介護サービスであることから、当然のことなのかも知れない。                                     
 PD 患者における通院交通費の負担の軽減に関しては、効果的な制度が見当たらなかっ
た。身体障害者医療費助成制度には交通費の一部を補助することが含まれているが、通院
交通費の負担を軽減するようにはなっていないと考えられた。通院交通費は、PD以外でも
いろいろな慢性疾患において、患者の大きな負担となっていることが報告されている。そ
して、通院交通費の負担が大きいことは、入院するリスクを高めている可能性が今回の研
究から示唆された。さらなる研究の必要性はあるが、通院交通費を軽減させるための公的
な経済的支援の制度が必要ではないかと考えられた。 
 今回の研究の限界として、まず断面研究のデザインであるため、因果関係の推定はでき
ないことが挙げられる。また、今回の調査の対象となった 3 つの医療機関の PD 患者の代
表性は確認できないことが挙げられる。さらに、通院医療費や通院交通費の情報は調査票
による PD患者の回答から得られたものであり、必ずしも正確でない可能性がある。 
 
結論 
 PD 患者の通院医療費に対する日本の公的な経済的支援制度は、PD 患者の通院医療費の
負担軽減と関連していることが示された。しかし、それらの制度は PD 患者の通院交通費
の負担軽減とは関連していなかった。そして、PD患者の通院交通費が高いことは入院する
リスクと関連することが示唆された。 
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論文題名 
A Cross-sectional Study on socioeconomic Systems Supporting 
Outpatients with Parkinson’s Disease in Japan 
（パーキンソン病の外来通院患者を支援する社会経済的制度に関す
る横断研究） 
結果の要旨 
パーキンソン病の患者に対する公的経済支援に関する横断研究を行った。日本において
は公的医療保険制度の他に特定疾患医療費助成制度、介護保険制度、身体障害者手帳制度
といった公的経済支援制度が存在するため、これらの制度が PD 患者に対して効果的な経
済支援となっているか調査したところ、通院医療費の負担軽減と関連していることが示唆
されたものの、通院交通費の負担軽減とは関連していないことが明らかとなった。また、
通院交通費の負担が大きいことが、入院経験と関連することが示唆された。今後もパーキ
ンソン病患者をはじめとし、難病患者の増加に伴い、さらなる医療政策の充実が期待され
ると考えられた。 
論文審査において、今回の研究が博士（医学）の学位授与に値すると審査委員全員に認
められた。 
 
